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「勤務間インターバル制度」普及率 10％目

標へ～厚労省報告書 

 

◆「働き方改革実行計画」に基づき検討 

厚生労働省は先月 21 日、「勤務間インター

バル制度普及促進のための有識者検討会」の

報告書を公表しました。この検討会は、平成

29年５月から平成 30年 12月までに５回にわ

たり開催され、勤務間インターバル制度の導

入メリットや課題、普及に向けた取組みなど

について検討されてきたものです。 

 

◆導入の意義と導入に向けた課題・プロセ

ス・事例を紹介 

報告書ではポイントとして、①「勤務間イ

ンターバル制度」は、労働者の生活時間や睡

眠時間を確保し、健康な生活を送るために重

要な制度であること、②制度の普及に向けた

課題として、制度の認知度が低いことや中小

企業等が導入する際の手順が分からないこと

が挙げられること、③普及促進に向けて、検

討会報告書の別添の「勤務間インターバル制

度導入に向けたポイント」や導入事例集の周

知、助成金による支援を進めていくことが重

要であること――を示し、以下のような点に

ついてまとめています。 

《導入によるメリット》 

①健康維持に向けた睡眠時間の確保につなが

る 

②生活時間の確保によりワークライフバラン

スの実現に資する 

③魅力ある職場づくりにより人材確保・定着

につながる 

④企業の利益率や生産性を高める可能性が考

えられる 

《普及に向けた課題》 

①制度の認知度が低い  ②制度導入の手順

がわからない 

③就業規則の整備等に係る経費負担  ④突

発的な業務が発生した際の代替要員の確

保 

《普及に向けた取組み》 

①導入事例集を活用し、行政機関、地域の関

係団体等と連携して制度の周知を行う 
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②制度導入の手順をまとめた「導入に向けポ

イント」を参考に、さらなる導入促進を図る 

③助成金による導入支援、労務管理の専門家

による相談支援を実施する 

④関係省庁が連携を図りながら、取引環境の

改善に向けた取組みを一層推進する 

報告書ではこのほか、制度導入までのプロ

セスを示すとともに、導入に当たって参考と

なるよう、20 の導入企業例を掲載しています。 

 

◆2020 年までに導入企業 10％へ 

政府は、制度の導入の予定も検討もしてい

ない企業が 89.1％にのぼり（平成 30 年就労

条件総合調査）、その理由として「当該制度

を知らなかったため」が 29.9％となっている

ことから、認知度の向上に向けた取組みを推

進し、2018 年１月１日現在で 1.8％にとど

まっている導入企業の割合を、2020 年までに

10％以上とする目標を掲げています。 

 

【厚生労働省「勤務間インターバル制度普及

促進のための有識者検討会」報告書(PDF)】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/

000462016.pdf 

 

 

組合数は減少、組合員数はパート労働者

で大幅増加～厚労省基礎調査 

 

◆労働組合数と組合員数 

 厚生労働省が公表した平成 30 年「労働組合

基礎調査」の結果によると、平成 30 年６月

30 日現在、単一労働組合は 24,328 組存在し

ており、組合員数は 1,007 万人で、前年と比

べると組合自体は 137 減っているのに対し、

組合員数は８万 8,000 人増えています。過去

５年間の調査結果をみても、組合数は減少の

一途に対し、組合員数は増加し続けています。 

□また、労働組合員（単位労働組合）のうち、

パートタイム労働者は 129 万 6,000 人で、前

年より８万 9,000 人増えていて、全組合員に

占める割合は 13.0％となっています。この割

合は、過去５年間、毎年１％ずつ増加してい

ます。 

 

◆産業別の実態 

 産業別にみると、「製造業」が全体の 26.3％

と最も多く、次いで「卸売業、小売業」が

14.7％、「運輸業、小売業」が 8.4％と続きま

す。逆に、組合がほとんどない業界として、

「農業・林業・漁業」が 0.1％、「鉱業、採石

業、砂利採取業」0.1％、また「不動産業、物

品賃貸業」が 0.3％となっています。 

 

◆企業規模別の実態 

 民営企業の労働組合員数（単位労働組合）

は865万3,000人で、前年に比べて10万4,000

人増えています。これを企業規模別にみると、

1,000 人以上規模が全体の 65.4％を占めてい

ます。300～999 人規模は全体の 13.3％、100

～299 人規模は 7.0％と、組合員数は企業規模

の大きさに比例しています。 

 

◆主要団体への加盟 

 主要団体別に、産業別組織を通じて加盟し

ている労働組合員数（単一労働組合）をみて

みると、組合員が増えている団体は、連合（日

本労働組合総連合会）が 686 万 1,000 人（前

年比 0.9％増）、インダストリオール・JAF42

万 7,000 人で前年比 1.2％増。一方で、横ば

い、もしくは減少している組合は、全労協（全

国労働組合連絡協議会）が 9 万 7,000 人（前

年比 1.0％）、全労連（全国労働組合総連合）

が 53 万 6,000 人（前年比 1.2％減）となって

います。 

労働組合の用語の定義 

・単位組織組合：規約上労働者が当該組織に個人加

入する形式をとり、かつ、その内部に独自の活動

を行い得る下部組織（支部等）を持たない労働組

合 

・単一組織組合：規約上労働者が当該組織に個人加

入する形式をとり、かつ、その内部に下部組織（支

部等）を有する労働組合をいう。このうち最下部

の組織を「単位扱組合」、最上部の組織を「本部組

合」という。 

・単位労働組合とは、「単位組織組合」および単一組

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000462016.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/000462016.pdf
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織組合の下部組織である「単位扱組合」をいい、

単一労働組合とは、「単位組織組合」および単一組

織組合の最上部の組織である「本部組合」をいう。 

 

【平成 30 年労働組合基礎調査の概況(PDF)】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/rou

dou/roushi/kiso/18/dl/gaikyou.pdf 

 

 

「毎月勤労統計」不適切調査で過少給付

延べ 1,973 万人、567 億円 

 

◆昨年 12 月に発覚、2004 年から 

厚生労働省の「毎月勤労統計」の調査手法

が誤っていたことが失業給付などの過小給付

につながったとして、大きな問題になってい

ます。 

毎月勤労統計は、従業員の給与の変化など

を把握する目的で実施されています。調査対

象は、全国の従業員５人以上の事業所。５～

499 人の事業所は無作為に抽出し、500 人以

上の事業所はすべてで、合わせて約３万

3,000 事業所となります。 

厚生労働省は、調査を都道府県を通じて実

施していますが、15 年前の 2004 年から、東

京都内の従業員 500 人以上の事業所について

は３分の１程度しか調査していませんでした。

その理由や調査した事業所の選び方は明らか

にされていません。 

問題が発覚したきっかけは、昨年 12 月、

厚生労働省の担当職員が総務省の統計委員会

の打合せで「東京以外の地域でも従業員 500

人以上の事業所について抽出調査を実施した

い」と発言したことだとされています。これ

により重大なルール違反だとの声が上がり、

問題が表面化しました。 

 

◆雇用保険や労災保険で過小給付 

規模の大きな事業所は給付水準が高い傾

向にあります。このため、多くの事業所を調

査していなかったことで、統計の平均給与額

が本来よりも低く算出されました。この統計

結果が雇用保険や労災保険を給付する際の算

定根拠になっていることから、給付水準が押

し下げられてしまいました。担当職員らは不

適切な調査と認識しながら、組織全体で情報

を共有していませんでした。 

過少給付の対象者は延べ 1,973 人で、総額

は 537.5 億円に上ります。政府は、過少給付

のあったすべての対象者に不足分の追加給付

を行います。 

厚生労働省によると、過少給付で最も多

かったのは、失業などの雇用保険で、延べ約

1,900 万人に計約 280 億円。休業補償などの

労災保険でも延べ約 72 万人に計約 241.5 億

円となりました。ほかに、船員保険で約１万

人に計約 16 億円の過少支給がありました。

追加給付の１人当たりの平均額は、雇用保険

で約 1,400 円で、労災保険の年金給付では約

９万円に上ります。 

国庫負担分の積み増しのため、政府は平成

31 年度予算案の閣議決定をやり直します。 

根本厚生労働大臣は記者会見し、「極めて

遺憾であり、国民の皆様にご迷惑をおかけし

たことを心よりおわび申し上げる」と謝罪。

国の統計制度を所管する石田真敏総務相は会

見で「再発防止に向け、具体策を検討するよ

う事務方に指示した」と述べました。 

 

 

インターンシップに参加する学生が増加し

ています！ 

 

内閣府から、平成 30 年度卒業・修了予定

の大学生および大学院生を対象にした調査

「学生の就職・採用活動開始時期等に関する

調査（平成 30 年度）」の結果が出されました。

今回は、その中のインターンシップについて、

取り上げます。 

 

◆「インターンシップ」とは？ 

学生が夏休みなどを利用し、企業や官公庁、

非営利団体などに行って一定期間就業体験し、

実際にどのような仕事をしているのだろう、

会社の雰囲気はどんな感じか、といった経験

を積むことのできる制度です。 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/roushi/kiso/18/dl/gaikyou.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/roushi/kiso/18/dl/gaikyou.pdf
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インターンシップについては、参加したこ

とがある者の割合が年々増加している実態が

明らかとなっています。下記、調査結果をご

紹介します。 

 

◆インターンシップ参加経験の有無 

2019 年度は７割以上がインターンシップ

に参加したことがあると回答（複数回参加

50.7％、１回参加 22.5％）しており、2015

年度（複数回参加 25.5％、１回参加 25.6％）

以降、増加していることがわかりました。 

 

◆インターンシップ参加時期 

インターンシップ参加の時期は、大学３年

生・大学院１年生の「１月～３月」の参加割

合が最も高く、次いで大学３年生・大学院１

年生の「７月～９月」、大学３年生・大学院１

年生の「10 月～12 月」の割合が高くなって

いることがわかりました。大学１年生、２年

生、４年生、大学院２年生の参加率にくらべ、

圧倒的に高い状況でした。 

インターンシップは 1 日から数カ月間に及

ぶものまで様々で、内容も多様化しているよ

うで、就業体験を伴わないものもあります。 

 

◆１日間のインターンシップの参加状況 

インターンシップに１回のみ参加したこ

とがある場合で参加日数が「１日」であった

割合は約５割に上っています（2015 年度以降

この回答割合は増加）。インターンシップに複

数回参加したことがある場合で１日間のイン

ターンシップに参加したことがある割合は９

割以上でした（上記と同様に 2015 年度以降

増加）。 

インターンシップへのすべての参加回数

のうち、１日間のインターンシップへの参加

回数が占める割合を集計すると、約７割が１

日間のインターンシップであったこともわか

りました。 

 

◆１日間のインターンシップの就業体験等

との関係性 

参加した１日間のインターンシップのな

かで、就業体験等を伴っていなかったものの

割合を集計すると、約４割が就業体験を伴わ

ないものであったことがわかりました（2017

年度と同程度）。 

 

 

「働き方改革関連法」実際の認知度はまだ

低い？～日商・東商調査 

 

◆働き方改革関連法の実際の認知度はまだ

低い？ 

本年４月から順次施行される働き方改革

関連法の施行に向けて、企業でも対応への取

組みを始めているところは多いでしょう。一

方で、法律の内容や施行時期を知らないとい

う企業もまだ多いようです。 

日本・東京商工会議所が公表した「働き方

改革関連法への準備状況等に関する調査」（調

査対象：全国の中小企業 2,881 社、調査期間：

2018 年 10 月 22 日～12 月３日）によれば、 法

律の内容について「知らない」と回答した企

業は、「時間外労働の上限規制」が 39.3％、

「年次有給休暇の取得義務化」が 24.3％、「同

一労働同一賃金」が 47.8％、「中小企業への

月 60 時間超の割増賃金率の猶予措置廃止」が

51.7％、「労働時間等に係る管理簿の作成義

務」が 53.0％を占めたそうです。 

 

◆50 人以下の企業で「同一労働同一賃金」の

内容を知らない企業は約６割 

その中でも、働き方改革関連法の目玉の１

つである「同一労働同一賃金」については、

「時間外労働の上限規制」、「年次有給休暇

の取得義務化」に比べて認知度は低く、50 人

以下の企業では、法律の内容や施行時期につ

いて「知らない」と回答した企業は約６割を

占めたそうです。 

 

◆対応済み企業は半数に満たない 

「時間外労働の上限規制」、「年次有給休

暇の取得義務化」、「同一労働同一賃金」に

ついて、「対応済・対応の目途が付いている」

と回答した企業の割合は、いずれも半数に満
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たないという結果も出ています。「法律の名

称・内容を知っている」と回答した企業に限っ

ても、「対応済・対応の目途が付いている」

と回答した企業の割合は６割に満たず、特に

「同一労働同一賃金」については 36％という

結果になっています。 

 

◆企業は早めの対応を 

「働き方改革」については、ニュースでも

盛んに取り上げられているところですが、関

連法について対応できていない企業や、そも

そも内容を知らないという企業はまだ多いこ

とがわかります。施行日は近づいていきます。

取組みを始めてすぐ対応できるわけではあり

ませんので、早めの対応が求められるところ

です。 

 

 

中小企業の半数が「継続雇用 65 歳超義

務化」に反対～日商・東商調査 

 

◆中小企業の「リアル」を調査 

日本・東京商工会議所は、「働き方改革関

連法への準備状況等に関する調査」と併せ、

「高齢者雇用の拡大に関する調査」の結果を

公表しています（調査対象：全国の中小企業

2,881 社、調査期間：2018 年 10 月 22 日～12

月３日）2019 年１月９日、日本・東京商工会

議所は昨年 10～12 月に中小企業 2,881 社（従

業員規模 300 人未満の企業が約９割）。 

その概要をご紹介します。 

 

◆高年齢者雇用安定法の対応状況は？ 

現行の対応状況は、「希望者対象の継続雇

用制度導入」が 72.7％、「65 歳までの定年制

導入」が 19.2％、「定年制の廃止」が 5.1％

でした。 

定年前・後における給与水準の変化につい

て、「職務内容と責任の水準が変わるため給

与水準を下げている」が 53.9％に上る一方、

「職務内容と責任の程度は同程度だが給与水

準を下げている」が 16.3％で、こうした企業

は今後、同一労働同一賃金に向け対応が必要

です。 

給与水準を下げている企業の定年後の給

与水準は、「定年前の７～８割程度」が 57.3％、

「定年前の５～６割」が 24.0％で、「５割未

満」は 3.0％でした。 

 

◆７割超が 65 歳超を雇用する一方、半数が

「義務化」に反対 

65 歳超を雇用する企業の割合は 73.7％で、

2016 年調査結果より 2.6％増えました。 

「65 歳超への義務化」には、「影響はない」

が 44.0％だった一方、「雇用しているが義務

化には反対」29.7％、「65 歳までは雇用でき

るがそれ以上の対応は難しい」20.8％で、義

務化に反対する割合が 50.5％でした。しかし

ながら、2016 年調査結果の 57.2％に比べて下

がっており、中小企業において高齢者雇用が

進んでいる実態がうかがえます。 

義務化された場合の対応については、「不

明」が 28.5％ながら、「定年は 60 歳のまま、

希望者を 65 歳超まで再雇用する」32.4％、「65

歳を定年とし、希望者を 65 歳超まで再雇用す

る」26.0％で、定年引上げも視野に入れてい

る企業が一定数あります。 

 

 

「過半数代表」に注意！～労働政策研究・

研修機構の調査より 

 

◆労使協定と過半数代表 

労働組合の組織率は年々低下傾向にある

ようですが、働き方改革法の成立・施行に伴

い、労使協定の重要性が増す中、「過半数代

表」については注意が必要です。36 協定等の

労使協定を締結する場合は、その都度、過半

数組合か、過半数組合がない場合は過半数代

表者との書面による協定が必要ですが、この

度、「過半数労働組合および過半数代表者に

関する調査」（（独）労働政策研究・研修機

構）の結果が公表されました。 

 

◆「労働組合は１つ」が９割以上 

この調査に回答した 7,299 事業所のうち、
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労働組合のある事業所（全体の 12.6％）の

93.8％は、組合が１つでした。２つ以上と回

答したのは 6.1％です。また、過半数組合が

あるのは 65.5％となっています。 

 

◆「過半数代表」の選出状況 

調査によると、過去３年間に、「過半数代

表者を選出したことがある」事業所は 43.1％、

「過半数代表者を選出したことがない」事業

所は 36.0％、「不明（選出したことがあるか

分からない）」が 10.1％であったとのことで、

中には問題があるケースもありそうです。 

「過半数代表（事業場における過半数労働

組合または過半数代表者）」が「いる」のは

全体の 51.4％、「いない」が 36.0％。事業所

規模別にみると、「過半数代表」がいる割合

は、「９人以下」35.7％、「10～29 人」69.5％、

「30～99 人」85.5％、「100～299 人」92.7％、

「300～999 人」94.3％などと、やはり規模が

小さいと割合が低くなっています。 

 

◆選出方法にも問題が… 

過半数代表者を選出したことがある事業

所における選出方法についての回答は、「投

票や挙手」が 30.9％となる一方、「信任」

22.0％、「話し合い」17.9％、「親睦会の代

表者等、特定の者が自動的になる」6.2％、「使

用者（事業主や会社）が指名」21.4％などと

なっており、問題のある事業所があるようで

す。過半数代表者は、労使協定の締結等を行

う者を選出することなど、その目的を明らか

にして実施される投票、挙手等の方法による

手続きにより選出された者である必要があり

ます。 

また、過半数代表者の職位について、「課

長クラス」、「部長クラス」、「工場長、支

店長クラス」、「非正社員」といった回答が

あり、こちらも問題があるようです。過半数

代表者は、監督または管理の地位にある者で

ない必要があるからです。 

適正な過半数代表者を選出していないこ

とが労働基準監督署の調査などで判明すると、

締結した労使協定等自体が無効なものとされ

てしまい、是正勧告や訴訟に大きな影響があ

ります。今後、労働基準監督署によるチェッ

クがさらに厳しくなることは確実と思われま

すので、再確認しておく必要があるでしょう。 

 

【（独）労働政策研究・研修機構「過半数労

働組合および過半数代表者に関する調査」】 

https://www.jil.go.jp/institute/research

/2018/186.html 

 

 

存在が認知されていないことも！ 「産業

医」、活用できていますか？ 

 

◆労務管理上の課題解決の要となる「産業医」 

2016 年の改正がん対策基本法により、企業

はがんに罹患した労働者の就労への配慮が求

められています。また、2017 年に閣議決定さ

れた「経済財政運営と改革の基本方針 2017」

（骨太の方針）では、働き方改革の１つとし

て、「治療と仕事の両立推進」が盛り込まれ

ました。現在、病気になった労働者の就労継

続は、労務管理上の大きな課題となっていま

す。 

両立の推進を行う上では、労働者を中心と

して、事業場（事業者、人事労務担当者、上

司・同僚等、労働組合、産業医）、医療機関

（主治医、看護師、医療ソーシャルワーカー

等）、地域の支援機関（産業保健総合支援セ

ンター、保健所、社会保険労務士等）といっ

た関係者が連携することが望まれます。中で

も産業医は、労働者と事業者の間に立つ存在

として、関係者間の調整機能を果たすことが

求められる、重要性の高い存在です。 

 

◆働く患者の 75％が「産業医」の存在を知ら

ない！ 

しかし、アフラック生命保険会社の調査で、

企業における産業医の認知度・活用度は非常

に低いことがわかりました。 

同社の「がんと就労に関する意識調査」結

果報告（2018 年 11 月 1 日発表）によると、

調査対象中、産業医を有すると推定される規

https://www.jil.go.jp/institute/research/2018/186.html
https://www.jil.go.jp/institute/research/2018/186.html
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模の企業に勤めている患者は 65％と推定さ

れるところ、「産業医がいる」と認知してい

るのは約 25％にとどまりました。また、経営

者においても、産業医または産業保健総合支

援センターに相談していない経営者が約

70％、がん患者の就労相談についても話し

合ったことがない経営者が約 60％と、産業医

を活用することができていません。 

 

◆「治療と仕事の両立支援」のために 

病気になった労働者の就労継続には、産業

医が関与することが効果的とされています。

産業医について、その存在、日常的な健康管

理や両立支援の要であることを労働者に周知

するとともに、企業としても活用を図ってい

くことが大切です。産業医と上手に連携して、

「治療と仕事の両立支援」に取り組んでいき

ましょう。 

 

 

国の障害者雇用水増しの再発防止策と障

害種雇用促進法の改正動向 

 

◆国の障害者雇用率は 1.22％ 

厚生労働省は、昨年６月時点の国の機関

（行政・立法・司法の 43 機関）の障害者雇用

状況を公表しました。障害者雇用率は 1.22％

で、国の法定雇用率（2.5％）を達成した機関

はわずか８機関でした。昨年、中央省庁が長

年にわたり雇用率を水増ししていたことが発

覚したため、法定雇用率を大きく下回ってい

ることが判明したものです。また、雇用障害

者数は 3,902.5 人（短時間労働者は 0.5 人分

とする）で、行政機関では 3,875 人が不足し

ていることが明らかになりました。 

一方、都道府県の機関での障害者雇用率は

2.44％で、雇用障害者数は 8,244.5 人でした。

法定雇用率をわずかに下回るだけで、国との

格差が浮き彫りになりました。 

なお、毎年、同時期に公表になる民間企業

の障害者雇用状況については、３月にずれ込

むことになっています。 

 

◆再発防止策は？ 

障害者雇用の水増し問題を受け、政府は昨

年 10 月、再発防止策や今後の雇用確保策の基

本方針をまとめました。再発防止策には、各

機関で働く障害者の名簿の作成、障害者手帳

の写しなどの保存や関係書類等のチェック機

能の強化等を盛り込み、雇用確保策として、

障害者の働きやすさを考慮し、フレックスタ

イム制や早出遅出勤務を利用できるようにし

て勤務時間を柔軟化する方針を固めました。 

また、政府は年末までに障害者を約 4,000

人雇用し法定雇用率を達成する目標を掲げま

した。さらに、人事院は２月に国家公務員試

験を実施し、障害者の常勤職員を採用するこ

とを明らかにしました。 

 

◆障害者雇用促進法の改正動向 

政府は、障害者雇用促進法の改正案として、

厚生労働省が国の機関や自治体に立入り検査

できる権限を新設し、水増し問題の再発を防

ぐとしています。 

また、積極的に障害者を雇う中小企業を認

証する制度の創設や、法定雇用率に算定され

ない週 20 時間未満で働く障害者を雇用する

企業に対し給付金を支給することなどを検討

しており、今通常国会に改正案を提出し早期

導入を目指すとしています。 

 

 

注目裁判例から考える皆勤手当 

 

◆ハマキョウレックス事件の差戻審判決 

昨年６月は、正規雇用と非正規雇用との待

遇格差に関する大きな最高裁判決（長澤運輸

事件とハマキョウレックス事件）があり、た

いへん注目を集めました。このうちハマキョ

ウレックス事件は、被上告人が皆勤手当の支

給要件を満たしているか等について審理を尽

くさせる目的で差戻しとなっていましたが、

この差戻後の大阪高裁判決が 12 月 21 日にあ

り、契約社員に対する皆勤手当の不支給は不

合理な差にあたるとして、皆勤手当相当額 32

万円（32 カ月分）の支払いが命じられました。 
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◆皆勤手当とは 

一般的に「皆勤手当」は、一定期間内にお

いてまったく欠勤しなかった従業員に支給さ

れる手当をいいます。特に業務の多くがシフ

ト制である会社や、欠員の交代要員の確保が

難しい会社などにおいて、従業員の欠勤や遅

刻の抑制、積極的な出勤の奨励を目的として

導入される傾向にあります。時間外労働等の

割増賃金を計算する際は、基準となる賃金に

含まれます。 

「精勤手当」「出勤手当」等という場合も

あります。「精勤」は「熱心に勤務する」と

いうような意味の言葉ですので、「１日も欠

勤しない」というほど厳密なニュアンスはな

いものの、その趣旨は皆勤手当と同様です。 

 

◆皆勤手当の導入割合 

労働政策研究・研修機構「企業の諸手当等

の人事処遇制度に関する調査」によると、精

皆勤手当・出勤手当を制度化している企業の

割合は、期間を定めずに雇われている常用労

働者で 22.3％、パートタイム労働者で 8.6％

となっています。正規雇用に比べ、非正規雇

用への支給が少ないのが現状です。 

 

◆「不合理な格差」はＮＧ 

上記差戻判決は、正社員と契約社員の間で

職務内容（配送業務）が同じであり、出勤す

る従業員を確保する必要性も同じであるとし

て、皆勤手当について格差を認めませんでし

た。昨年末には、いわゆる「同一労働同一賃

金ガイドライン」も公表されました。皆勤手

当だけでなく、さまざまな待遇において不合

理な格差は認められない時代となっているこ

とに、留意が必要です。 

 

2 月の税務と労務の手続［提出先・納付

先］ 

 

1 日  

○ 贈与税の申告受付開始＜３月１５日まで

＞［税務署］ 

 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場

合＞ 

［労働基準監督署］ 

 

18 日 

○ 所得税の確定申告受付開始＜３月１５日

まで＞［税務署］ 

※なお、還付申告については２月１５日

以前でも受付可能。 

 

28 日 

○ じん肺健康管理実施状況報告の提出［労

働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または

銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月

末日＞［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第４期

＞［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合

がある。 

 

 

当事務所よりひと言 

 

   晴天が続いていますので、乾燥してい

ます。連日の最強寒波襲来です。インフル

エンザが大流行しています。 

  体調管理に万全を期しましょう！ 


